
R5

ＮＯ 目標値

数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価

１－⑴　乳幼児期における早期発見、早期支援

1
乳幼児健康診査
受診率(1歳6ヶ
月）

地域保健
課

乳幼児健康診査
受診率
（％）

90.9 △ 87.1 △ 94.0

1 乳幼児健康診査
受診率(3歳児）

地域保健
課

乳幼児健康診査
受診率
（％）

89.6 △ 86.6 △ 91.0

7
乳幼児健診の事
後フォローの実
施状況

地域保健
課

各市町村の実施
状況

（市町村数）
41 ○ 41 ○ 41

　乳幼児健診事後教室の実施や訪問、電話連
絡、個別相談、保育所との連携等各市町村に
おいて取り組みが実施されている。

9

発達障害特有の
アセスメントツー
ル
（M-CHAT PARS
等）の普及

障害福祉
課、地域保
健課

アセスメントツー
ルの普及・検討
の実績（検討会
や研修等の実

績）
（研修等回数／

年度）

3 ○ 2 ○ 1

○共催
・こどもの育ち支援委員会継続研修会「新版K
式発達検査を用いた子どもの理解と発達支
援」：1回

○検討会
・県障害福祉課・県地域保健課・沖縄県小児
保健協会との4者会議：１回

10 市町村保健師研
修

地域保健
課

市町村保健師研
修受講者数
（人、累計)

301 △ 334 △ 2,000
・R1受講者：301人（うち市町村保健師188人）
・R2受講者33名（うち市町村保健師28人）

12
障害児等療育支
援事業

障害福祉
課

施設支援指導事
業実施件数
（件／年度）

386 ○ 375 ○ 300

・箇所数：10カ所
・登録人数：2,761人
・訪問療育1,007件、外来療育2,484件、施設支
援375件、合計3,866件

16 親子通園事業
障害福祉
課

親子通園事業設
置箇所
（箇所）

19 △ 18 △ 22
沖縄県発達支援通園事業連絡協議会加盟事
業所数

17

保育士等への研
修（発達障害に
関する研修会の
開催分）

義務教育
課、障害福
祉課

保育士等への研
修実績

（人／年度)
552 ○ 724 ○ 500

保育士等への研修実績　保育士等キャリア
アップ研修（障害児保育分野）

18

児童発達支援事
業所及び放課後
等デイサービス
事業所職員に対
する研修等（発
達障害者支援セ
ンター運営事業
及び圏域別研修
等事業）

障害福祉
課、福祉事
務所

発達障害者支援
センター運営事
業および圏域別
研修等事業で実
施した児童発達
支援事業所及び
放課後等児童デ
イサービス事業
所職員に対する

研修の実績
（研修回数／年

度）

20 ○ 12 ○ 4

18

児童発達支援事
業所及び放課後
等デイサービス
事業所職員に対
する研修等（発
達障害者支援セ
ンター運営事業
及び圏域別研修
等事業）

障害福祉
課、福祉事
務所

発達障害者支援
センター運営事
業および圏域別
研修等事業で実
施した児童発達
支援事業所及び
放課後等児童デ
イサービス事業
所職員に対する

研修の実績
（講師派遣回数

／年度）

45 ○ 7 △ 10

19

巡回支援専門員
整備事業（市町
村地域生活支援
事業）

障害福祉
課

巡回支援専門員
整備事業実施市

町村数
（市町村）

16 △ 19 △ 22 －

24

保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）
【再掲】

義務教育
課、県立学
校教育課

幼児教育合同研
修会開催実績
(保育技術協議

会)
（開催回数／年

度）

5 ○ 5 ○ 5

・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙面
開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等によ
り紙面開催やオンデマンドにての対応となった。

28
母子健康包括支
援センターの設
置

地域保健
課

市町村における
「母子健康包括
支援センター」の

設置数
（市町村数）

6 △ 18 △ 41 R2年度末現在

達成数(○の数)

達成率(%)

R2年度　備考
（取組状況、前年度からの増減理由等）

　令和２年度は令和元年度に比べ１歳6か月
児健診で3.8%、3歳児健診で3.0%減少してい
る。新型コロナウイルス感染拡大に伴う健診
の延期により日程が合わなくなったことや、親
自身が受診を控える等の受診抑制による影響
が考えられる。

○発達障害者支援センター
　主催・共催研修：７件
　講師派遣：７件
　受講者総数：762人

○北部
　１回、19人参加

○中部
　１回、32人参加

○南部
　０回

○宮古
　１回、61人参加

○八重山
　２回、66人参加

【第３期】沖縄県発達障害者支援体制整備計画における関連事業の数値目標及び実績一覧

数値及び評価（○：達成　、　△：未達成・推進中）

実施事業・計画・
取組等

関係課 指標
（単位）

R1 R2

46.2

R3

項目数 13
7

53.8

6

R4 R5

資料１
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ＮＯ 目標値

数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価

R2年度　備考
（取組状況、前年度からの増減理由等）

【第３期】沖縄県発達障害者支援体制整備計画における関連事業の数値目標及び実績一覧

数値及び評価（○：達成　、　△：未達成・推進中）

実施事業・計画・
取組等

関係課 指標
（単位）

R1 R2 R3 R4 R5

資料１

１－⑵　学齢期における教育と福祉との連携

29

市町村自立支援
協議会（教育関
係者が委員とし
て委嘱されてい
る市町村）

障害福祉
課

市町村自立支援
協議会

（教育関係者が
委員として委嘱
されている市町

村数）

15 △ 15 △ 41 人数：17人

30
私立幼稚園特別
支援教育補助事
業（助成園児率）

子育て支援
課

私立幼稚園特別
支援教育補助事
業等助成園児率
（助成園児数÷

受入園児数
（％））

83.1 △ 73.2 △ 100.0
・令和２年度７月時点受入園児数：５６人（１７
園）
・令和２年度助成園児数：４１人（１２園）

31

幼児教育政策プ
ログラムの策定
率（黄金っ子応
援プラン）

義務教育
課

幼児教育政策プ
ログラム策定率

（％）
48.7 △ 46.3 △ 100.0

R２実績（１９市町村）
策定済み市町村数：１６市町村
策定予定市町村数：３市町村
平成27年度から県幼児教育振興計画が「黄金っ
子応援プラン」に統合されたことから、市町村幼児
教育政策プログラムを策定するための周知に時間
を要したことが要因。

32
保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）

義務教育
課、県立学
校教育課

幼児教育合同研
修会開催実績
(保育技術協議

会)
（開催回数／年

度）

5 ○ 5 ○ 5

　・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
　・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
　・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙面
開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等により
紙面開催やオンデマンドにての対応となった。

33
特別支援教育推
進事業運営協議
会

県立学校
教育課、障
害福祉課

特別支援教育推
進事業運営協議

会開催回数
（各教育事務所

分／年度）

2 ○ 2 ○ 2 －

33
特別支援教育推
進事業運営協議
会

県立学校
教育課、障
害福祉課

特別支援教育推
進事業運営協議

会開催回数
（県教育庁分／

年度）

1 ○ 1 ○ 1 －

35
特別支援教育に
関わる人材育成
研修等

県立学校
教育課、義
務教育課

特別支援教育人
材育成研修の実

績
（参加人数／年

度）

2,560 ○ 176 △ 2,100

・開催回数：１回
・特別支援教育コーディネーター養成研修（中止）
・幼稚園特別支援教育実践研修（中止）
・特別支援学級・通級指導担当者研修（176人）
・高等学校特別支援教育実践推進研修（中止）
・合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(中止）

37 個別の教育支援
計画の作成率

県立学校
教育課

個別の教育支援
計画の作成率

（％）
－ △ - △ 100.0

文科省の実施する特別支援教育体制整備状
況調査が中止。
※参考
 平成30年度調査結果　県97.9％（全国96.9％）

41 特別支援教育指
導資料集作成

県立学校
教育課

特別支援教育指
導資料集作成実

績
（冊、累計）

1 △ 1 △ 5
R1年度：１冊
R2年度：０冊

42
高等学校特別支
援教育支援員配
置数

県立学校
教育課

高等学校特別支
援教育支援員配

置数
（人）

64 ○ 59 ○ 22 －

48
研修事業(総合
教育センター)

県立学校
教育課

出前講座、発達
障害に関わる研
修会の受講者数

（人／年度）

5,080 ○ 2,334 △ 5,000

令和2年度後半は、コロナ感染防止のため、各研
修が中止となったため、研修計画より回数が減少
した。
出前研修（幼小中高46校1660人）、夏期短期研修
（４講座136人）、依頼研修（教育委員会、教育事務
所等256人）、教職員悉皆研修（約　163人）、地域
教育相談員研修（3回119人）
各研修事業において、関わる教職員の資質向上
を図った。また、教育相談においても、保護者と学
校との調整を行い、学校支援で理解啓発等を図っ
た。

49
発達障害者支援
センターによる
講師派遣（教育）

障害福祉
課

延べ講師派遣件
数

（人／年度）
58 ○ 35 ○ 30 －

49
発達障害者支援
センターによる
講師派遣（教育）

障害福祉
課

延べ受講者数
（人／年度）

3,911 ○ 893 △ 1,500 －

50

相談支援専門員
及びサービス管
理責任者に対す
る研修等

障害福祉
課

受講者数
（人、年度）

1,560 ○ 601 △ 1,000
・相談支援従事者研修：２回、360人
・サービス管理責任者研修：１回、241人

達成数(○の数)

達成率(%) 64.3 35.7
項目数 14

9 5
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ＮＯ 目標値

数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価

R2年度　備考
（取組状況、前年度からの増減理由等）

【第３期】沖縄県発達障害者支援体制整備計画における関連事業の数値目標及び実績一覧

数値及び評価（○：達成　、　△：未達成・推進中）

実施事業・計画・
取組等

関係課 指標
（単位）

R1 R2 R3 R4 R5

資料１

１－⑶　成人期における就労支援

51
障害児職業自立
推進による訪問
企業数

県立学校
教育課

障害児職業自立
推進による訪問

企業数
（社／年度）

6 ○ 6 ○ 6 －

59 障害者実雇用率
（民間企業）

雇用政策
課

障害者実雇用率
（％）

2.66 ○ 2.74 ○ 2.20

59

障害者実雇用率
（公的機関（県の
機関、市町村等
の機関））

雇用政策
課

障害者実雇用率
（％）

2.12 △ 2.12 △ 2.50

59 障害者実雇用率
（教育委員会）

雇用政策
課

障害者実雇用率
（％）

1.78 △ 1.70 △ 2.40

71

支援者に対する
研修等の実施
（発達障害者支
援センター運営
事業）

障害福祉
課

発達障害者支援
センター運営事
業による就労分
野への講師派遣
及び主催・共催

研修等実績
（講師派遣件数

／年度）

21 ○ 6 ○ 5

71

支援者に対する
研修等の実施
（発達障害者支
援センター運営
事業）

障害福祉
課

発達障害者支援
センター運営事
業による就労分
野への講師派遣
及び主催・共催

研修等実績
（受講者数／年

度）

846 ○ 449 △ 500

73

市町村自立支援
協議会及び圏域
自立支援連絡会
議の活用

福祉事務
所、障害福
祉課

・市町村自立支
援協議会（全体
会）の開催回数
（回数、累計）

43 △ 84 △ 205

○全体
　R1：43回、R2：41回

○北部
　R1：８回、R２：7回

○中部
　R1：14回、R2：20回

○南部
　R1：12回、R2：10回

○宮古
　R1：５回、R2：1回

○八重山
　R1：４回、R2：３回

77

発達障害地域支
援マネジメント強
化事業による相
談支援等（発達
障害地域支援マ
ネジメント強化事
業）

障害福祉
課

発達障害地域支
援マネージャー
による延べ事業

所支援数
（件／年度）

573 ○ 705 ○ 500 圏域で抱える困難事例等に対する支援

80

発達障害者支援
センターとひきこ
もり専門支援セ
ンターとの連携
及び情報交換

障害福祉
課、ひきこ
もり専門支
援センター

発達障害者支援
センターとの連

携及び情報交換
の回数

（回数／年度）

2 △ 2 △ 3
沖縄県総合精神保健福祉センターと発達障害
者支援センターとの連絡会

81

障害者就業･生
活支援セン
ター、パーソナル
サポートセン
ター、若者サ
ポートステーショ
ン等との連携及
び情報交換

障害福祉
課、福祉政
策課、青少
年・子ども
家庭課

発達障害者支援
センターとの連

携及び情報交換
の回数

（回数／年度）

9 ○ 6 ○ 1 －

82

発達障害の基本
相談窓口として
の周知をしてい
る市町村【再掲】

障害福祉
課

発達障害者の基
本相談窓口とし
て周知をしてい

る市町村数
（市町村数）

18 △ 27 △ 41 －

達成数(○の数)

達成率(%)

･民間企業に雇用されている障害者の数は
4,891.0人で17年連続で過去最高となった。
・雇用者のうち、身体障害者2653.5人（対前年
比3.5％増）、知的障害者は1438.5人（同7.6％
増）、精神障害者は799人（同1％減）。
・実雇用率（2.74％）は、全国平均（2.15％）を平
成８年以降25年連続で上回った。

主催研修：4件（受講者数：236名）
講師派遣：6件（受講者数：213名）

54.5 45.5
項目数 11

6 5
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ＮＯ 目標値

数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価

R2年度　備考
（取組状況、前年度からの増減理由等）

【第３期】沖縄県発達障害者支援体制整備計画における関連事業の数値目標及び実績一覧

数値及び評価（○：達成　、　△：未達成・推進中）

実施事業・計画・
取組等

関係課 指標
（単位）

R1 R2 R3 R4 R5

資料１

２－⑴　専門医療機関の不足への対応

83
子どもの心の診
療ネットワーク事
業

地域保健
課、障害福
祉課

子どもの心の診
療ネットワーク事
業の実施状況
（診療相談数、

累計）

348 △ 682 △ 2,450

83
子どもの心の診
療ネットワーク事
業

地域保健
課、障害福
祉課

子どもの心の診
療ネットワーク事
業の実施状況
（研修参加者、

累計）

433 △ 433 △ 850

84
発達障害児（者）
支援協力医療機
関数

障害福祉
課

発達障がい児
（者）支援に関わ
る医療機関リス
トに掲載される

医療機関数
（箇所）

48 ○ 48 ○ 40 令和元年10月時点

85

医療機関従事者
に対する研修等
の実施（発達障
害者支援セン
ター運営事業及
び福祉介護人材
育成基盤整備事
業等）

障害福祉
課

医療従事者に対
する研修等の開

催回数
（開催回数／年

度）

11 ○ 3 △ 5
・かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事
業
　オンライン研修３回、受講者数合計146人

88
かかりつけ医等
発達障害対応力
向上研修事業

障害福祉
課

かかりつけ医等
発達障害対応力
向上研修事業へ

の受講者数
（受講者数／年

度）

196 ○ 146 ○ 100 ・オンライン研修３回、受講者数合計146人

達成数(○の数)

達成率(%)

２－⑵　保護者や家族に対する支援

89
ペアレント・プロ
グラムの実施市
町村

障害福祉
課、福祉事
務所

ペアレントプログ
ラムを導入して
いる市町村数
（市町村数）

5 △ 6 △ 7 －

90
ペアレント・ト
レーニングの支
援者養成

障害福祉
課、福祉事
務所

ペアレント・ト
レーニング養成
研修の受講者数
（受講者数／年

度）

0 △ 0 △ 50
新型コロナウイルスの影響を踏まえ、開催を見
送った。

91

当事者団体との
ヒアリング（発達
障害者支援セン
ター運営事業）

障害福祉
課

当事者団体との
ヒアリング（懇話
会）の実施回数
（回数／年度））

1 ○ 2 ○ 1

・「令和2年度親の会・成人当事者団体等との
懇話会」1回（参加人数：8名）
・成人当事者会「ニヌファスター」との情報交換
会1回

94

発達障害者支援
センターによる
家族向け研修及
び講師派遣

障害福祉
課

家族支援向けの
研修会及び講師

派遣数
（件／年度）

19 ○ 13 ○ 5
主催共催研修：13件（受講者数：237名）
※ペアレントプログラム実施含む

96

発達障害の基本
相談窓口として
の周知をしてい
る市町村

障害福祉
課

発達障害者の基
本相談窓口とし
て周知をしてい

る市町村数
（市町村数）

18 △ 27 △ 41 －

97
圏域アドバイ
ザーの配置

障害福祉
課

圏域アドバイ
ザーを配置して

いる圏域数
（圏域数）

5 ○ 4 △ 5 －

達成数(○の数)

達成率(%)

○診療相談件数
　R1：348件、R2：334件、

○研修参加者数
　R1：433人、R2：０人

60.0 40.0
項目数 5

3 2

50.0 33.3
項目数 6

3 2
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ＮＯ 目標値

数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価 数値 評価

R2年度　備考
（取組状況、前年度からの増減理由等）

【第３期】沖縄県発達障害者支援体制整備計画における関連事業の数値目標及び実績一覧

数値及び評価（○：達成　、　△：未達成・推進中）

実施事業・計画・
取組等

関係課 指標
（単位）

R1 R2 R3 R4 R5

資料１

２－⑶　各分野における支援人材の育成

101
特別支援教育人
材育成研修
【再掲】

県立学校
教育課、義
務教育課

特別支援教育人
材育成研修の実

績
（参加人数／年

度）

2,560 ○ 176 △ 2,100

・特別支援教育コーディネーター養成研修（中止）
・幼稚園特別支援教育実践研修（中止）
・特別支援学級・通級指導担当者研修（176人）
・高等学校特別支援教育実践推進研修（中止）
・合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(中止）

102

圏域別研修等事
業（発達障害者
支援体制整備事
業）

福祉事務
所、障害福
祉課

圏域別研修等事
業の実績

（各圏域の実施
回数／年度）

7 △ 5 △ 10

○北部　１回、19人参加

○中部　１回、32人参加

○南部　０回

○宮古　１回、61人参加

○八重山　２回、66人参加

104 市町村窓口職員
へ研修等

障害福祉
課

市町村窓口職員
研修への参加市

町村数
（市町村数／年

度）

21 ○ 14 △ 20

令和２年10～11月にオンラインの動画配信型で実
施し、14市町村・66人の申込みがあった。。研修内
容は、体制整備計画の説明、特性・疑似体験解
説、沖縄県発達障害者支援センターの機能解説
等。

106
発達障害地域支
援マネジメント強
化事業【再掲】

障害福祉
課

発達障害地域支
援マネージャー
による延べ事業

所支援数
（件数／年度）

573 ○ 705 ○ 500 圏域で抱える困難事例等に対する支援

達成数(○の数)

達成率(%)

２－⑷　移行期の「支援の途切れ」防止

107
新サポートノート
えいぶるの普及
活動

障害福祉
課、県立学
校教育課

支援ファイルの
配布ヵ所

（箇所、累計）
226 △ 541 △ 1,800

○配布箇所数
　R1：226、R2：315

108
新サポートノート
えいぶるの情報
提供や説明会等

障害福祉
課

新サポートノート
えいぶるの情報
提供や説明会等
（件数／年度）

107 ○ 572 ○ 50 研修動画を提供した546箇所含む

109

保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）
【再掲】

義務教育
課、県立学
校教育課

幼児教育合同研
修会開催実績
(保育技術協議

会)
（開催回数／年

度）

5 ○ 5 ○ 5

・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙
面開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等
により紙面開催やオンデマンドにての対応となっ
た。

112

発達障害児（者）
支援体制整備委
員会（発達障害
者支援体制整備
事業）

障害福祉
課

発達障害児（者）
支援体制整備委
員会開催回数
（開催回数／年

度）

1 △ 1 △ 2 －

113
市町村自立支援
協議会の開催状
況

障害福祉
課、福祉事
務所

市町村自立支援
協議会（全体会）
の開催している

市町村数
（市町村数）

27 △ 26 △ 41 開催回数：58回

116

発達障害者支援
センター連絡協
議会（発達障害
者支援センター
運営事業）

障害福祉
課

発達障害者支援
センター連絡協
議会開催回数
（開催回数／年

度）

1 △ 2 ○ 2 －

119
発達障害児（者）
支援機関連絡会
議

障害福祉
課

発達障害児（者）
支援機関連絡会

議開催回数
（開催回数／年

度）

2 ○ 1 △ 2

○R2年度支援機関連絡会議・実務者会議：１
回
新型コロナウイルスの影響を踏まえ、連絡会
議・実務者会議を合同とし、書面で実施した。

達成数(○の数)

達成率(%)

75.0 25.0
項目数 4

3 1

42.9 42.9
項目数 7

3 3
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資料１

２－⑸　県民に対する正しい理解の普及啓発

121
一般県民向け普
及・啓発パンフ
レット配布

障害福祉
課

一般県民向け普
及・啓発パンフ
レットの配布数
（部／年度）

4,361 ○ 16,037 ○ 3,000

・新サポートノートえいぶる啓発チラシ：2,516部
・啓発冊子「発達障害ってな～に」：2,481部
・発達障がい児（者）の診療等を行っている医療機関リスト：
2,433部
・発達障がい児者に関わる相談・支援機関リスト：3,802部
・発達障がいに関わる親の会・成人当事者団体等リスト：
1,956部
・外国人向け啓発リーフレット：1,085部
・発達障害の理解のために（啓発チラシ）：1,764部

122

講演会や、発達
障害理解に向け
た普及啓発の取
組（発達障害者
支援センター運
営事業）

障害福祉
課

世界自閉症啓発
デー・発達障害
啓発週間等によ
る普及啓発の取

り組み状況
（延べ件数／年

度）

1 △ 3 △ 10
・イベント3件（来場者数：290名）
・関係者との調整会議14件

123

圏域別研修等事
業（発達障害者
支援体制整備事
業）
【再掲】

福祉事務
所、障害福
祉課

圏域別研修等事
業の実績

（各圏域の実施
回数／年度）

7 △ 5 △ 10

○北部　１回、19人参加

○中部　１回、32人参加

○南部　０回

○宮古　１回、61人参加

○八重山　２回、66人参加

達成数(○の数)

達成率(%)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

項目数

達成数(○の数)

達成率(％)

33.3 33.3
項目数 3

1 1

R4 R5

1-⑴　乳幼児期における早
期発見、早期支援

13

7

53.8

13

6

46.2

重点課題名 R1 R2 R3

1-⑵　学齢期における教育と
福祉との連携

14 14

9 5

64.3 35.7

1-⑶　成人期における就労
支援

11 11

6 5

54.5 45.5

2-⑴　専門医療機関の不足
への対応

5 5

3 2

60.0 40.0

2-⑵　保護者や家族に対す
る支援

6 6

3 2

50.0 33.3

2-⑶　各分野における支援
人材の育成

4 4

3 1

75.0 25.0

1 1

33.3 33.3

2-⑷　移行期の「支援の途切
れ」防止

7 7

3 3

42.9 42.9

全体

63 63

35 25

55.6 39.7

2-⑸　県民に対する正しい理
解の普及啓発

3 3

6/6


